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放 送 法 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 案 修 正 案 

○ 放 送 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 号 ）                          （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ） 

修 正 案 原   案 
（ 放 送 の 区 分 ） 

第 一 条 の 二 法 第 二 条 の 二 第 二 項 第 二 号 の 総 務 省 令 で 定 め る 放 送 の 区

分 は 、 別 表 第 一 号 の と お り と す る 。 

（ 放 送 の 区 分 ） 

第 一 条 の 二 法 第 二 条 の 二 第 二 項 第 二 号 の 総 務 省 令 で 定 め る 放 送 の 区

分 は 、 別 表 第 一 号 の と お り と す る 。 

別 表 第 一 号 （ 第 一 条 の 二 関 係 ） 

一 ～ 五 （ 略 ） 

六 受 託 国 内 放 送 （ 移 動 受 信 用 地 上 放 送 。 二 百 七 ・ 五 メ ガ ヘ ル ツ か ら

二 百 二 十 二 メ ガ ヘ ル ツ ま で の 周 波 数 を 使 用 し て デ ジ タ ル 放 送 を 行 う

も の に 限 る 。 ） 

一 般 放 送 事 業 者 が 委 託 に よ り 行 わ せ る 放 送 

マ ル チ メ デ ィ ア 放 送 

七 ～ 八 

（ 注 ） （ 略 ） 

 

別 表 第 一 号 （ 第 一 条 の 二 関 係 ） 

一 ～ 五 （ 略 ） 

六 受 託 国 内 放 送 （ 移 動 受 信 用 地 上 放 送 。 デ ジ タ ル 放 送 を 行 う も の に

限 る 。 ） 

一 般 放 送 事 業 者 が 委 託 に よ り 行 わ せ る 放 送 

マ ル チ メ デ ィ ア 放 送 

 

七 ～ 八 

（ 注 ） （ 略 ） 
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無 線 設 備 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 案 修 正 案 

○ 無 線 設 備 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 八 号 ）                         （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ） 

修 正 案 原   案 

別表第一号（第５条関係） 

 周波数の許容偏差の表 

 （略表） 

別表第一号（第５条関係） 

 周波数の許容偏差の表 

 （略表） 

注１～20 （略） 

21 次に掲げる放送局の送信設備に使用する電波の周波数の許容偏

差は、この表に規定する値にかかわらず、次のとおりとする。た

だし、(3)、(6)及び(7)に掲げるものであつて総務大臣が別に告

示する放送局の送信設備については、総務大臣が別に告示する技

術的条件に適合するものとし、(4)に掲げるものであつて、

470MHz から770MHzまでの周波数の電波を使用し、かつ、尖頭電

力が0.1W以下の送信設備については、別に指定する。 

(1)～(5) （略）  

(6) マルチメディア放送のうちデジタル放送の標準方式第３章の

２第２節に規定する放送を行う放送局（(7)イに規定するもの

を除く。） 

Ｂ×103／ ＮFFT Hz 

Ｂはデジタル放送の標準方式第22条の12第１項に示す周波

数帯幅（単位MHz）、ＮFFTは同令別表第十九号の十五別記に

示す共通サブキャリア総数とする。以下この注において同じ

。 

(7)  （略） 

注１～20 （略） 

21 次に掲げる放送局の送信設備に使用する電波の周波数の許容偏

差は、この表に規定する値にかかわらず、次のとおりとする。た

だし、(3)、(6)及び(7)に掲げるものであつて総務大臣が別に告

示する放送局の送信設備については、総務大臣が別に告示する技

術的条件に適合するものとし、(4)に掲げるものであつて、

470MHz から770MHzまでの周波数の電波を使用し、かつ、尖頭電

力が0.1W以下の送信設備については、別に指定する。 

(1)～(5) （略）  

(6) マルチメディア放送のうちデジタル放送の標準方式第３章の

２第２節に規定する放送を行う放送局（(7)イに規定するもの

を除く。） 

Ｂ×103／ ＮFFT Hz 

Ｂ及びＮFFTは、デジタル放送の標準方式別表第十九号の十

五に示す使用する周波数帯幅及び同表別記に示す共通サブキ

ャリア総数とする。以下この注において同じ。 

(7)  （略） 

22～48 （略） 
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22～48 （略）  

別表第二号（第６条関係） 別表第二号（第６条関係） 

第55 Ｘ７Ｗ電波を使用するマルチメディア放送を行う放送局の無線

設備の占有周波数帯幅の許容値は、第１から第４までの規定にかか

わらず、次のとおりとする。 

１ （略） 

２ デジタル放送の標準方式第３章の２第２節に規定する放送を行

うもの 

デジタル放送の標準方式第22条の12第１項の周波数帯幅 

 

第55 Ｘ７Ｗ電波を使用するマルチメディア放送を行う放送局の無線

設備の占有周波数帯幅の許容値は、第１から第４までの規定にかか

わらず、次のとおりとする。 

１ （略） 

２ デジタル放送の標準方式第３章の２第２節に規定する放送を行

うもの 

デジタル放送の標準方式第22条の11第１項の周波数帯幅 

 

別図第四号の八の八の三 搬送波の変調波スペクトルの許容範囲（第

37条の27の11の３第２号関係） 

 （略表） 

＊ 空中線電力が0.025×Ｂ／5.55Ｗを超え2.5×Ｂ／5.55Ｗ以下の無

線設備にあつては－(73.4＋10logＰ)dB／10kHz、空中線電力が

0.025×Ｂ／5.55Ｗ以下の無線設備にあつては－57.4dB／10kHzとす

る。 

注１ （略） 

２ Ｂは、デジタル放送の標準方式第 22条の 12第１項の周波数帯

幅（単位 MHz）とする。 

３、４ （略） 

別図第四号の八の八の三 搬送波の変調波スペクトルの許容範囲（第

37条の27の11の３第２号関係） 

 （略表） 

＊ 空中線電力が0.025×Ｂ／5.55Ｗを超え2.5×Ｂ／5.55Ｗ以下の無

線設備にあつては－(73.4＋10logＰ)dB／10kHz、空中線電力が

0.025×Ｂ／5.55Ｗ以下の無線設備にあつては－57.4dB／10kHzとす

る。 

注１ （略） 

２ Ｂは、デジタル放送の標準方式第 22条の 11第１項の周波数帯

幅とする。 

３、４ （略） 
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放 送 普 及 基 本 計 画 の 一 部 を 変 更 す る 告 示 案 修 正 案 

○ 放 送 普 及 基 本 計 画 （ 昭 和 六 十 三 年 郵 政 省 告 示 第 六 百 六 十 号 ）                           （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ） 

修 正 案 原 案 

第１  

１ 放送を国民に最大限に普及させるための指針 

(1) ～ (2) （略） 

 (3) 地上系による受託国内放送（移動受信用地上放送）の普及 

地上系による受託国内放送（移動受信用地上放送）のうち、

207.5MHz から 222MHz までの周波数を使用して一般放送事業者が行う

マルチメディア放送については、全国各地域においてあまねく受信で

きること。また、受信設備の普及に配慮すること。 

 

(4) ～(6) （略） 

第１  

１ 放送を国民に最大限に普及させるための指針 

(1) ～ (2) （略） 

 (3) 地上系による受託国内放送（移動受信用地上放送）の普及 

地上系による受託国内放送（移動受信用地上放送）のうち、一般

放送事業者が行うマルチメディア放送（２０７．５MHz から２２２

MHz までの周波数を使用して行うものに限る。）については、全国

各主要地域においてあまねく受信できること。また、受信設備の普

及に配慮すること。 

(4)～ (6) （略） 

第２  

１・２ （略） 

第２  

１・２ （略） 

３ 受託国内放送に関する放送の区分ごとの放送対象地域及び放送

対象地域ごとの放送系により放送することのできる放送番組の数

の目標 

(1)・(2) （略） 

(3) 移動受信用地上放送（207.5MHzから222MHzまでの周波数を使用す

るデジタル放送） 

放送の区分 
放送対象

地域 

放送系により放

送することので

きる放送番組の

数の目標 

一般放送事業者

が委託により行

わせる放送 

マルチ 

メディア 

放送 

全 国 

当該放送に係る技

術等を考慮して定

める数 
 

３ 受託国内放送に関する放送の区分ごとの放送対象地域及び放送

対象地域ごとの放送系により放送することのできる放送番組の数

の目標 

(1)・(2) （略） 

(3) 移動受信用地上放送（デジタル放送） 

 

放送の区分 
放送対

象地域 

放送系により放

送することので

きる放送番組の

数の目標 

一般放送事業者

が委託により行

わせる放送 

マルチ 

メディア 

放送 

全 国 

当該放送に係る技

術等を考慮して定

める数 
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二 〇 七 ・ 五 ㎒ 以 上 二 二 二 ㎒ 以 下 の 周 波 数 を 使 用 す る 特 定 基 地 局 の 開 設 に 関 す る 指 針 案 修 正 案

修 正 案 原   案 
四 当 該 特 定 基 地 局 の 無 線 設 備 に 係 る 電 波 の 能 率 的 な 利 用 を 確 保 す る

た め の 技 術 の 導 入 に 関 す る 事 項 

当 該 特 定 基 地 局 を 配 置 し 、 開 設 す る 者 は 、 当 該 特 定 基 地 局 の す べ

て に お い て 、 同 一 の 送 信 の 方 式 に よ り 同 一 の 放 送 番 組 を 同 一 周 波 数

の 電 波 で 送 信 し な け れ ば な ら な い 。 

四 当 該 特 定 基 地 局 の 無 線 設 備 に 係 る 電 波 の 能 率 的 な 利 用 を 確 保 す る

た め の 技 術 の 導 入 に 関 す る 事 項 

当 該 特 定 基 地 局 を 配 置 し 、 開 設 す る 者 は 、 当 該 特 定 基 地 局 の す べ

て に お い て 、 同 一 の 放 送 番 組 を 同 一 周 波 数 の 電 波 で 送 信 し な け れ ば

な ら な い 。 

別 表 第 一 開 設 計 画 に 記 載 す べ き 事 項 

六 電 波 の 能 率 的 な 利 用 の 確 保 に 関 す る 事 項 

当 該 特 定 基 地 局 の す べ て に お い て 、 同 一 の 送 信 の 方 式 に よ り 同 一

の 放 送 番 組 を 同 一 周 波 数 の 電 波 で 送 信 す る た め の 計 画 そ の 他 の 電 波

の 能 率 的 な 利 用 を 確 保 す る た め の 計 画 

別 表 第 一 開 設 計 画 に 記 載 す べ き 事 項 

六 電 波 の 能 率 的 な 利 用 の 確 保 に 関 す る 事 項 

当 該 特 定 基 地 局 の す べ て に お い て 、 同 一 の 放 送 番 組 を 同 一 周 波 数

の 電 波 で 送 信 す る た め の 計 画 そ の 他 の 電 波 の 能 率 的 な 利 用 を 確 保 す

る た め の 計 画 




